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参考 2 日雇労働被保険者の給付について 

 

１ 雇用保険の適用を受ける日雇労働者とは 

（1）雇用保険法における日雇労働者とは、日々転々と異なる事業主に雇用され、極め

て不安定な就労状態にある労働者で、次のいずれかに該当する者をいいます。 

① 日々雇用される者 

② 30 日以内の期間を定めて雇用される者 

 

ただし、連続する２月の各月において 18 日以上同一事業主の適用事業に雇用さ

れた場合、又は、同一の事業主の適用事業に継続して 31 日以上雇用された場合は、

以下の日から一般被保険者または短期雇用特例被保険者として取り扱われますの

で、雇用保険被保険者資格取得届に雇用保険日雇労働被保険者手帳を添えて届出を

してください。 

① ２月の各月において 18 日以上同一の事業主の適用事業に雇用された者につ

いてはその翌月の最初の日 

② 同一の事業主の適用事業に継続して 31 日以上雇用された者については同一

の事業主の下での雇用が 31 日以上継続するに至った日 

 

（2）日雇労働被保険者となるのは、日雇労働者のうち、次のいずれかに該当する者

です。 

① 適用区域内に居住し、適用事業に雇用される者 

② 適用区域外の地域に居住し、適用区域内にある適用事業に雇用される者 

③ 上記以外の者であってハローワーク（公共職業安定所長）の認可を受けた者 

日雇労働被保険者となった日雇労働者には、日雇労働被保険者手帳が交付され

ます。 

なお、ハローワーク（公共職業安定所長）の認可を受けて被保険者となった日

雇労働者については、認可のあった日に、日雇労働被保険者手帳が交付されます。 

 

２ 日雇労働被保険者を雇い入れた場合の手続は 

（1）雇用保険印紙の購入 

雇用保険印紙保険料は、雇用する日雇労働被保険者に賃金を払うつど、日雇労働被

保険者手帳に雇用保険印紙を貼付し、あらかじめ届出済みの印影をもって消印する

ことによって納付するものです。 

したがって、事業主が日雇労働被保険者を雇い入れようとするときは、あらかじめ

雇用保険印紙を購入しなければなりません。雇用保険印紙を購入するには、ハローワ

ークに「雇用保険印紙購入通帳交付申請書」を提出し、通帳の交付を受けて、その通

帳により郵便局から必要な枚数を購入しなければなりません。 
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（2）雇用保険印紙の種類 

等級 賃金日額 印紙保険料 
負担割合 

事業主 労働者 

第１級 11,300円以上 176 円 88円 88円 

第２級 8,200円以上 11,300 円未満 146 円 73円 73円 

第３級 8,200円未満 96円 48円 48円 

（3）保険料の負担 

日雇労働被保険者を雇用した場合は、雇用保険印紙保険料と一般保険料の納付の

義務があります。したがって、事業主は日雇労働被保険者に賃金を払うつど、以下の

計算方法で保険料を控除することができます。（令和６年度４月１日以降の料率で計

算しています。） 

○ 一般事業（雇用保険率 14.5/1000） 

（雇用保険印紙料×1/2）＋（賃金×5.5/1000） 

○ 特掲事業（雇用保険率 16.5/1000又は 17.5/1000） 

（雇用保険印紙料×1/2）＋（賃金×6.5/1000） 

【例示】 

賃金日額 9,000円の日雇労働者を雇用した建設事業の事業主が、日雇労働者負担分

の保険料を計算すると･･････ 

① 雇用保険印紙保険料 

73円･････146円（第 2級）×1／2（労働者負担分） 

② 一般保険料 

58円･････9,000円×6.5／1000（建設事業：労働者負担分） 

よって、事業主は、労働者から 131 円（①73円＋②58円）を徴収してください。 

（4）雇用保険印紙に消印する印影の届出 

日雇労働被保険者手帳に雇用保険印紙を貼付し、消印する場合の印影をあらかじ

め管轄ハローワークに届け出てください。 

また、印影を変更しようとするときも届出が必要です。 

（5）雇用保険印紙の受払い及び印紙保険料納付状況の報告 

事業主は、ハローワークから雇用保険印紙購入通帳の交付を受けた場合は、雇用保

険印紙受払いのつど受払簿へ記入し、毎月、月末現在で集計したうえ、その翌月末ま

でに雇用保険印紙の使用の有無にかかわらず、印紙保険料納付状況報告書を、管轄ハ

ローワークへ報告してください。 

（6）日雇労働者が日雇労働被保険者手帳を所持していない場合の保険料納付 

日雇労働被保険者手帳を持っていない日雇労働者を雇用した事業主は、居住地を

管轄するハローワーク（公共職業安定所長）に日雇労働被保険者資格取得届等を提出

して被保険者手帳の交付を受けるよう指導してください。 
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付録 

 

 

 

○被保険者証再交付申請書 
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○兼務役員雇用実態証明書 
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○「同居の親族」雇用実態証明書 
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○在宅勤務雇用実態証明書 
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○遅延理由書 
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○雇用保険被保険者資格（取得・喪失）届等（訂正・取消）願 

 

届等確認通知年月日

大 ・ 昭 ・ 平 ・ 令 大 ・ 昭 ・ 平 ・ 令

平 ・ 令 平 ・ 令

平 ・ 令 平 ・ 令

⑭訂正又は取消の理由取
消
事
項

⑪ 資 格 取 得 届

⑫ 資 格 喪 失 届

⑬ 転 勤 届

記

入

方

法 この願には、被保険者証、確認通知書、様式第４号を必ず添付し、訂正、取消の根拠を確認できる上記書類を持
参してください。

課長 係長 係

社会保険労

務 士

記 載 欄

作成年月日・事務代理者の表示 氏　　　　名 電　話　番　号

2． ①～⑤欄は、訂正または取消などを行う確認通知書（各届出書の提出時に安定所からお渡ししたもの）の内容をそ

のまま記入してください。

3． ⑥～⑬及び⑮欄は、該当する欄のみを記入してください。ただし、訂正又は取消の場合には⑭欄に訂正又は取消

の理由を記入してください。

事業主 名称

受理（処理）年月日

4．

　公共職業安定所長　殿

※ 確 認 書 類
　労働者名簿　　　賃金台帳　　　出 勤 簿　　　  住民票・戸籍謄（抄）本

　被保険者証　　　各種届確認通知書　　　契約書　　　その他関係書類

1． ※欄は記入しないでください。

統
一
事
項

⑮ 重 複 統 一

代表者氏名

上記のとおり
訂正

していただきたくお願いいたします。
取消

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

所在地

―― ― ―

訂
正
事
項

フ　　リ　　ガ　　ナ

⑥ 被 保 険 者 氏 名

⑦ 生 年 月 日

月 日

⑩ そ の 他

日

⑨ 離 職 年 月 日
年 年

日 年 月

年 月

月 日

日

⑧ 被 保 険 者
と な っ た 年 月 日 年 月

月 日 年

正　（新）

―

―

―

誤　（旧）

　　　年　　　月　　　日

④ 被 保 険 者 氏 名喪失

② 被 保 険 者 番 号

⑤ 被 保 険 者
と な っ た 年 月 日

年 月 日
③ 事 業 所 番 号

―

雇用保険被保険者資格
取得

等届
訂正

願喪失 取消

① 取得 フ　　リ　　ガ　　ナ

被保険者証を二枚以上持ってい

る場合に統合します。
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○雇入通知書の様式例 

労働条件通知書 

                                                                年  月  日 

          殿 

事業場名称・所在地 

使 用 者 職 氏 名 

契約期間 期間の定めなし、期間の定めあり（  年  月  日～  年  月  日） 
※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入 
１ 契約の更新の有無 

 [自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（  ）] 

２ 契約の更新は次により判断する。 
  ・契約期間満了時の業務量   ・勤務成績、態度    ・能力 
  ・会社の経営状況 ・従事している業務の進捗状況 

・その他（                              ） 
３ 更新上限の有無（無・有（更新  回まで／通算契約期間  年まで）） 
【労働契約法に定める同一の企業との間での通算契約期間が５年を超える有期労働契約の締結の場合】 

本契約期間中に会社に対して期間の定めのない労働契約（無期労働契約）の締結の申込みをすることにより、本契
約期間の末日の翌日（ 年 月 日）から、無期労働契約での雇用に転換することができる。この場合の本契約から
の労働条件の変更の有無（ 無 ・ 有（別紙のとおり） ） 

【有期雇用特別措置法による特例の対象者の場合】 
無期転換申込権が発生しない期間： Ⅰ（高度専門）・Ⅱ（定年後の高齢者） 
Ⅰ 特定有期業務の開始から完了までの期間（   年  か月（上限 10年）） 
Ⅱ 定年後引き続いて雇用されている期間 

就業の場所 （雇入れ直後）           （変更の範囲） 

従事すべき 

業務の内容 

（雇入れ直後）           （変更の範囲） 

 
【有期雇用特別措置法による特例の対象者（高度専門）の場合】 
・特定有期業務（            開始日：    完了日：    ） 

始業、終業の

時刻、休憩時

間、就業時転

換((1)～(5)の
うち該当す 

るもの一つに

○を付けるこ

と。)、所定時間

外労働の有無

に関する事項 

１ 始業・終業の時刻等 

 (1) 始業（   時   分） 終業（   時   分） 

 【以下のような制度が労働者に適用される場合】 

 (2) 変形労働時間制等；（  ）単位の変形労働時間制・交替制として、次の勤務時間の組み合わ

せによる。 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

  (3) ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制；始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。 

（ただし、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾀｲﾑ（始業） 時 分から  時 分、 
（終業） 時 分から  時 分、 

                     ｺｱﾀｲﾑ         時 分から  時 分） 

 (4) 事業場外みなし労働時間制；始業（ 時 分）終業（ 時 分） 

 (5) 裁量労働制；始業（ 時 分） 終業（ 時 分）を基本とし、労働者の決定に委ねる。 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条 

２ 休憩時間（  ）分 

３ 所定時間外労働の有無（ 有 ， 無 ） 

休   日 ・定例日；毎週  曜日、国民の祝日、その他（         ） 

・非定例日；週・月当たり  日、その他（          ） 

・１年単位の変形労働時間制の場合－年間  日 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条 

休   暇 １ 年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合→     日 

         継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （有・無） 

         → か月経過で  日 

         時間単位年休（有・無） 

２ 代替休暇（有・無） 

３ その他の休暇 有給（          ） 

         無給（          ） 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条 
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賃   金 １ 基本賃金 イ 月給（     円）、ロ 日給（     円） 

       ハ 時間給（    円）、 

       ニ 出来高給（基本単価    円、保障給    円） 

       ホ その他（     円） 

       ヘ 就業規則に規定されている賃金等級等 

 
２ 諸手当の額又は計算方法 

  イ（  手当    円 ／計算方法：           ） 

  ロ（  手当    円 ／計算方法：           ） 

    ハ（  手当    円 ／計算方法：           ） 

  ニ（  手当    円 ／計算方法：           ） 

３ 所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率 

    イ 所定時間外、法定超 月６０時間以内（   ）％ 

              月６０時間超 （   ）％ 

          所定超 （   ）％ 

  ロ 休日 法定休日（   ）％、法定外休日（   ）％ 

  ハ 深夜（   ）％ 

４ 賃金締切日（   ）－毎月 日、（   ）－毎月 日 

５ 賃金支払日（   ）－毎月 日、（   ）－毎月 日 

６ 賃金の支払方法（            ） 

 ７ 労使協定に基づく賃金支払時の控除（無 ，有（   ）） 

８ 昇給（ 有（時期、金額等        ） ， 無  ） 

９ 賞与（ 有（時期、金額等        ） ， 無  ） 

10 退職金（ 有（時期、金額等        ） ， 無 ） 

 

 
退職に関す 

る事項 

１ 定年制 （ 有 （  歳） ， 無 ） 

２ 継続雇用制度（ 有（  歳まで） ， 無 ） 
３ 創業支援等措置（ 有（  歳まで業務委託・社会貢献事業） ， 無 ） 
４ 自己都合退職の手続（退職する  日以上前に届け出ること） 

５ 解雇の事由及び手続 

 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条 

そ の 他 ・社会保険の加入状況（ 厚生年金 健康保険 その他（    ）） 

・雇用保険の適用（ 有 ， 無 ） 
・中小企業退職金共済制度 

（加入している ， 加入していない） （※中小企業の場合） 
・企業年金制度（ 有（制度名           ） ， 無 ） 

・雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口 
  部署名       担当者職氏名        （連絡先         ） 
・その他（                                  ） 
 

※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合についての説明です。 
  
 労働契約法第18条の規定により、有期労働契約（平成25年4月1日以降に開始するも
の）の契約期間が通算５年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者か
ら申込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない
労働契約に転換されます。ただし、有期雇用特別措置法による特例の対象となる場合
は、無期転換申込権の発生については、特例的に本通知書の「契約期間」の「有期雇
用特別措置法による特例の対象者の場合」欄に明示したとおりとなります。 

以上のほかは、当社就業規則による。就業規則を確認できる場所や方法（             ） 
※ 本通知書の交付は、労働基準法第１５条に基づく労働条件の明示及び短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関す

る法律（パートタイム・有期雇用労働法）第６条に基づく文書の交付を兼ねるものであること。 

※ 労働条件通知書については、労使間の紛争の未然防止のため、保存しておくことをお勧めします。 


